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関田：本日は、「組織的な教員の能力開発」の
テーマでご講演いただきます。愛媛大学といえ
ばFDで日本を牽引している、FDの代名詞に
なっている大学です。しかし、必ずしも昔から
そうだったというわけではなく、それなりの歴
史を経て今の立ち位置を築いてこられました。
そのような意味で、愛媛大学の事例は、後発組
の私たちにとってさまざまな形で学ぶことが多
いと思っております。
　今日は愛媛大学の学長特別補佐、教育学生支
援機構の機構長である、小林先生をお呼びいた
しました。特に、本学はAP事業が昨年から始
まっていますが、教員研修には、愛媛大学のノ
ウハウをたくさんお借りしながら研修を進めて
います。これから研修を受けられる方々は、本
日のお話を聞かれて研修も楽しみにしていただ
ければと思います。それでは、小林先生どうぞ
よろしくお願いいたします。
1. 教育改革のための組織作り
小林：愛媛大学の小林でございます。本日、い
ただいたお題が「FDを全学的に」ということ
でしたので、まずそもそもFDとは何かという
ところから始めていきます。
　これは、2年前に愛媛から大阪大学に移動さ
れた、佐藤浩章先生がまだ愛媛にいるときに唱
えた考え方で、概ねインターナショナルなFD
やPD、教員の能力開発の考え方に沿ったもの
です。そもそも、中教審答申で最初にFDとい
う言葉が公的な文書に載ったときには、個々の
先生方の授業をよくするという話がメインでし
た。ただ、それだけでは大学教育がよくならな
いという議論は古くからありましたが、愛媛大
学では、カリキュラムそのものを変えてよりよ
くしていくこと、それから、もっと大きく捉え
て、組織全体を変えていくことも全てFDだと
定義しなおしました。それが平成19年ですの
で、もう8年くらい前の話になります。
　愛媛大学では、FDの講習や考え方を、大学
の中の研修を考えていくうえで、ほぼ次のつ
のレベルにそれぞれに合わせて考えます。例え
ば、愛媛大学は平成28年度の4月から1つ学部
を改組して増やすことになりましたが、まず、
そういう学部組織そのものの改革・改組があり
ます。あるいは、私の所属する教育企画室は平
成18年にできましたが、そういう新しい組織
を作るとか、FDの専任部門を作るとか、そう
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いうことも含めてFDであると定義をしなおし
ました。
　こうすると、何がいいかというと、何をして
もFDになることです。日々の委員会活動など
も全てFDだと主張できます。しかし、まさに
それが本来の姿だと思います。このように考え
ていくと、外的には「教育の質の内部保証」、あ
るいはPDCAサイクルを回すようにとよく言
われますが、これは愛媛大学でのFDとほとん
ど同義です。我々がこのようにFDを分割して、
それぞれのレベルで考えていることを、大学基
準協会にヒアリングをしていただいたことがあ
ります。大学基準協会は外部評価をされている
ところですが、そのレポートの中でも、こうい
う考え方そのものが教育の質の内部保証だと、
ある意味お墨付きをいただいたことになります。
そしてほぼ10年弱、この考え方で行っており
ます。
　これがそれぞれのFDとは何かという定義で
すね。こういうことを繰り返し訴えていると、
少しずつ政策文書も変わってきます。歴代の中
教審答申を並べて読んでいくと、このミドルや
マクロの考え方もFDと捉えられるという文言
が少しずつ入るようになってきました。このよ
うに、少し国の考え方も変わってきています。
　では、どういうメンバーが教育改革も含めた、
広い意味でのFDに携わっているかということ
ですが、本学の先代の柳澤学長が、学長になる
直前に書かれた論文を引用してご説明します。
　これは一般的な形として書いてありますが、
アクター 1が、いわゆる一般の先生方です。も
ちろん常勤、非常勤全員含みます。アクター 4
は、例えば私のような大学の中でFDやIR担当
など、その専任の部署です。それから、学長や
理事、あるいは学部長、事務の方の管理職級が
アクター になります。そして、アクター 2が
必要だろうというのが、大体10年くらいから、
愛媛大学の中で議論され続けていることです。
ちょうど平成21年ですので、約7年前になりま
すが、そのときには一応制度として実装されて
いました。
　呼び名としてはこのようになり、学長・理
事はそのままですが、平成18年度にアクター 4
として教育企画室が置かれました。そして、同
年教育コーディネーター制度を置きました。こ
れがさまざまな大学から注目していただいてい
ますが、この教育コーディネーターたちが、主
に各学部あるいは学科レベル、一番学生に近い
ミドルレベルのFDを実際に担当してくれてい
ます。
　では、はじめに大きいところから少しずつ小
さいところをご説明します。これは、愛媛大
学の現時点での学部構成です。平成28年4月か
ら社会共創学部が加わりますが、現在6つの学
部があり、法・文、理、工、農、医というトラ
ディショナルな「一文字」学部があります。法
文学部は分けられなかったので、法と文と一緒
になっています。それに教育学部があります。
地方の国立大学としては、最近では珍しく「一
文字」学部がまだ残っていますが、ついに我々
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も、四文字の学部を作ることになりました。
　それを横断する形で、全学の機構（インス
ティテュート）、国際化、グローバル化と社会
連携、それから研究系と教育・学生支援系の4
つの機構が4つに並んでいるので、縦糸と横糸
とよく言っています。
　この教育の機構ですが、愛媛大学は国立大
学、国立大学法人ですので、理事イコール副学
長になります。1人だけ副学長でない理事がお
り、総務担当理事だけがそうです。理事という
のは一応法人の仕事、役職で、学長、副学長と
いうのは大学の役職ですが、国立大学法人なの
で、法人と大学は今ほとんど不可分になってい
ます。
　教育担当の理事がこの機構長を勤めることに
なっていて、現在センターが5つ、それから教
育企画室が1つあります。それぞれのセンター
と室に、もとは学部に所属していた先生が専任
教員として移動してきたのと新たに専任教員と
して採用されたスタッフとが、教育・学生支援
部の事務職員と教職協同体制でやっています。
いつも事務職員と私で相談したり、事務職員と
教員で一緒に研修を東京で行ったり、京都で
行ったりしています。
　次に、この支援機構の中に、教育学生支援
会議という組織があります。これは5つのセン
ターとは少々違う位置づけになっています。こ
こが、大学全体との橋渡しになります。平成
16年度くらいからできた会議の原型です。教
育にかかわる全学的な事項は全てこの会議にか
かっていて、機構長つまり、理事・副学長が議
長です。それぞれのセンターの長と、各学部の
代表、ここでは統括教育コーディネーターと書
いています。これは、教育担当の副学部長のこ
とで、それなりの権限と責任を持つことになり
ます。それから、部長が正式メンバーで、各課
の課長がオブザーバーとして参加しています。
　教育学生支援会議では、入試から就職まで全
部にかかわります。もちろん大学院もです。最
近議論になったのは、「クォーター制」ですね。
2セメスターから4クォーターに移行する、し
かも中間的なものを許す、少し柔軟的な対応と
いうか、このようなクォーター制移行に関する
議論を随分行いました。例えば、クォーター制
になったときに、学生の卒業はいつになるのか、
科目登録はいつになるのか。あるいは、成績開
示をいつするのかなど、細かいことも議論しま
した。もちろん、下のセンターの会議やワーキ
ンググループも作りますが、審議する事項はこ
の教育学生支援会議しかないという形にしてあ
ります。
　平成18年にこの機構ができる前は、全学の
入試委員会、教務委員会、就職委員会などに分
かれていましたが、全てひとつに統合しました。
ですので、基本的にバイ・ウィークリー開催で
す。このような形で、各学部の統括教育コー
ディネーターに入っていただきます。この方々
は、全学的な方針と、各学部の方針をすり合わ
せていきます。齟齬が生じる場合、フリクショ
ンが生じることもありますので、そういうのを
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調節する役割をしています。
　本学にCAP制やGPAなどを入れるときも、
かなり教育学生支援会議で何度か議論しました。
はじめのうちは審議ではなく、意見交換という
形で2～ 回やりとりをしました。それから審
議事項にかけ、学部に持ち帰ってもらい、最終
的に審議をもう一度かけるという形になると、
ヶ月や半年、場合によっては1年以上かけた
課題もあります。
　この教育コーディネーター、特に会議に出て
くださる統括教育コーディネーターの方は、各
学部学科の教育のことをよくご存知なので、一
番実質的な議論ができます。
　教育コーディネーターということを何度もお
話していますので、ここでご説明しますと、こ
れは、平成18年がキーになっています。国立
大学は16年度に国立大学法人化されて、かな
り大きな組織改革が行われました。そこから始
まり、教員はそれぞれの得意分野で役割分担し
なければならないという議論になりました。
　このころ、法人化してしばらく、私どもは研
究センターをいくつか立ち上げました。例えば
NHKの「爆問学問」という番組で取り上げてい
ただきましたが、四国には鯨も時々来ますし、
イルカも漂着して打ち上げられてしまうことも
あります。そういう食物連鎖の高いところの生
き物は、ありとあらゆる汚染物質を身に抱えて
死んでいくんです。そうすると、その汚染物質
は非常に貴重なサンプルになります。なので、
うちの沿岸環境科学研究センターは、どこかで
動物が打ち上げられたと聞くと、軽トラを飛ば
して回収に行きます。他には、世界で一番硬い
ダイヤモンドを作っている地球深部ダイナミク
ス研究センターもあります。そういう研究セン
ターができたので、そこの所属の先生は基本的
には研究専任という形になりました。ティーチ
ングはオフではありませんが、基本は研究メイ
ンです。
　そうであれば、教育メインの教員がいても当
然いいだろう、逆に言うと必要であろうという
ことで、教育専任という教員が一部考えられま
した。全学的な教育・学生支援機構に所属して
いる人間は、もちろん教育に関する研究はしま
すが、基本的には教育専任です。
　ところが、学部に教育専任の教員を置くのは
なかなか困難でした。例えば、そういうポジ
ションについてしまうと、その教員のその後の
キャリアパスがなくなってしまうからです。で
すので、総合的に考えて教育重点と呼ぶことに
しました。だからといって、研究をしなくてい
いわけではありません。しかし、他の先生方よ
りも、自分の学科あるいはコースの研究に責任
と権限を持っていただいています。教育重点の
教員は、カリキュラム単位、つまりコースや学
科ごとに1人ずつで、今65名位になっています。
任期は、普通の委員会よりも長く4年にしても
らっています。また、副学部長クラスを統括教
育コーディネーターとしています。
　最近密かに自慢しているのは、各学部の教育
コーディネーターだった方が、何年かすると副
学部長クラスの統括教育コーディネーターの役
につくんです。そして、その多くの方が学部長
になられるんです。今の私どもの執行部体制で、
理事の4人は教育学生支援会議経験者です。で
すので、教育をしながら副学部長を兼任し、学
部長を経験して、理事に入ります。その方々の
多くが、この教育コーディネーターを経験して
います。だから、大学全体が抱える教育の問題
点をわかったうえで執行部に入るという、道す
じができているので、それはいいことじゃない
かなと思っています。
　では、教育コーディネーターが本学では今年
は何をしているかというと、アドミッションポ
リシーの見直しを行っています。平成26年12
月に中教審答申が出て、センター試験の廃止な
どが出てきました。また、「学力の要素」に
合わせたアドミッションポリシーの見直しにつ
いても、文部科学省がガイドラインを出すこと
になっています。
　例えば学力の要素それぞれを総合的に評価
平成 27 年度第 4 回 FD セミナー 7
するために、平成19年度に私どもはアドミッ
ションポリシーを作りましたが、その見直し作
業を行っています。ですので、全学バージョ
ンのつのポリシー、全学で統一されたフォー
マットでのつのポリシー、さらに、単位制度
の実質化、あるいはジェネリックスキルの要請
などについて、今まで議論してきました。基本
的には、1年間のテーマを通して4～ 5回の研
修会を行い、何がしかアウトプット、あるいは
プロダクトができるようにというのが考え方で
す。
　それから、次は教育企画室の話になりますが、
4つのアクター理論で言えば4番目のアクター
になります。私の本籍は医学部ですが、実は全
学の中で、学部に所属している数少ない教育専
任の教授です。学部の中の教授で教育専任とい
うのは私しかいません。そのような経緯から大
学全体の教育も担当することになりました。今
は教授１人、講師が２人、専任教員として所属
しています。そのほか、外部資金で何人か雇わ
れていて、流動的ではありますが、職員達と一
緒に行なっていますので、ざっと計算しても1
ダースかもう少しくらいのスタッフになります。
例えば、京都で2泊日の研修を行ったときに
は、教員と職員合わせて12名、京都に泊まり
こみで研修を企画いたしました。本学では、職
員のうち何人かは研修のコーチができたり、あ
るいはファシリテーターができたりする、ト
レーニングをしています。
　では、教育企画室は何をしているかというと、
学長と理事の直属の組織なので、タスクフォー
スというか、シンクタンクというか、そういう
形で捉えてください。特に理事とは密接に動い
ていて、理事から宿題をもらうこともあります
し、例えば高等教育の状況など、こちらが調
べたインターナショナルな状況を理事にレク
チャーすることもあります。大学の中では、教
員の能力開発、FDと、それから職員の能力開
発も一緒に行っていますし、教学IRも最近は
非常に重要なミッションになりました。マクロ
からミクロまで一応全部行っていますし、基本
的に、「室」という形のゆるい組織になってい
ますので、どこにいてもいい約束になっていま
す。
　それから教員個人の授業開発もお手伝いする
し、学部の教育改革もお手伝いします。例えば、
2年前か年前に理学部が教室を改修するとい
うので、お手伝いさせていただきました。いわ
ゆるラーニングコモンズ化、ただ、制約条件も
たくさんあって、入試にも使いたいし、オープ
ンキャンパスにも使いたい、けれどアクティブ
ラーニングもやりたいということでした。完璧
なものはなかなか難しかったですが、そのとき
に妥協案というか、折衷案を作るそのお手伝い
もさせていただきました。
　今FDは大学独自のテニュア・トラック制度
（平成29年度に「テニュア教員育成制度」に改
称）に発展していまして、これは今日最後にお
話しますが、PD、プロフェッショナル・ディ
ベロプメントという形で拡大発展しつつありま
す。それから、SDのほうは職員さんと一緒に
行っていて、職員さん自身が自分達の能力開発
をできるようにというのが目標です。
　それから、教学IRは教育情報分析室という
専任の部署もありますが、そこと分担すること
になりました。平成22年、5年前に教育関係共
同利用拠点という形で認定をいただいて、今年
は結構増えました。もう一度復習ですが、大学
全体のなかでFDの専任部署として動いている
部署ということです。ですので、いわゆる高等
教育、広い意味での高等教育を専門として、研
究対象として専門としている教員が、人プラ
スアルファ、アルファというのは外部資金で
雇われている任期つきの教員ですが、人分の
パーマネントのポストを持っています。
　具体的な例として、私は医学部の人間でもあ
るので、全学的な取り組みをいかに学生の間近
まで持って行き落としこんでいくかについて、
2つ事例をご紹介いたします。1つ目は、全学
的なポリシーや教育理念の考え方から、学科の
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具体的な授業の実装まで、上から下の方向の取
り組みです（第２節と第３節）。それから2つ目
は、草の根的にやっていたFDの研修を大学全
体のオーソライズされた制度まで持ち上げたと
いう、下から上の方向の取り組みです（第４節
と第５節）。
　1つ目は図示するとこのようにトップダウン
です。2つ目はボトムアップです。
　まず1つ目です。全学的な教育の考え方を、
いかに学部の、あるいは学科のレベルに落とし
てきたかという事例ですが、絵に描くとこのよ
うな感じです。教育企画室がどういう形で絡ん
でいたかということと、もう1つ、学科とどう
やって連携をしたかということですが、一応
我々も全学的なつのポリシーというのも持っ
ております。ただ、順番は逆になっておりまし
て、これができたのは今年度です。そして、各
学部のつのポリシーは平成19年度にできまし
た。
2. 愛大生として期待される能力　
    ～愛大学生コンピテンシー～
　ところが、学部学科を全部まとめた全学的な
つのポリシーというのは、平成27年度にでき
ています（愛媛大学の「３つのポリシー」は平成
28年度に改訂されたが、ここでは旧バージョ
ンを示す）。順番は逆ですが、むしろ、実はい
らないのではないかとも思っていました。国立
大学ということもあると思いますが、入試の権
限を持っているのは学部です。それから、卒業
判定も学部です。そうすると、大学全体に例え
ばアドミッションポリシーを定めたとしてもそ
れは余り有効なものにはならないだろうという
ことで、長らく白紙の状態にしていたのですが、
いろいろな外部要因もあってやはり作ることに
なりました。
　ただ、実は平成24年度にそれに類するもの
は作ってありました。そこには、愛媛大学の学
生として期待される能力と書いてあります。通
称は「愛大学生コンピテンシー」と呼んでいま
す。これが全学のアドミッションポリシーで、
これはホームページにも出ています。見ていた
だきたいのは1箇所で、今年度作ったアドヴァ
ンテージで、能力・意欲・適正等を多面的・総
合的に評価する入試を行いますと宣言していま
す。ご存知の方はお分かりいただけると思いま
すが、中教審答申からの引用（コピペ？）です。
　次が、カリキュラムポリシーです。ここに愛
媛大学のオリジナルがありまして、正課教育と
いう言葉と、正課外活動という言葉の間にも
うワンクッションつけて、準正課教育という言
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葉を作ってしまいました。実際には横文字で
はcocurriculaという言葉で、既に存在した言
葉の和訳ですが、卒業要件に含まれない授業っ
てたくさんありますよね。あるいは、単位は出
ないけれど、教員と学生が一緒に行っている勉
強会とかたくさんあるはずです。それは、正課
教育なのかといわれると、正課とはいいにくい。
では、正課外かといわれると、正課外活動とい
うとなにか部活とかサークルとか、就活とかバ
イトとか、そういうニュアンスがある。その両
者の間にあって、しかしながら大学の特色がよ
く出ていて、大学の教育的な意図に基づいて行
われている活動はたくさんあるはずで、そこに
準正課教育という言葉をつけたんです。言葉を
つけるのは、学問の基本中の基本ですが、やは
りこれが非常に大きかったと思っています。
　これが全学のディプロマポリシーで、全学の
ディプロマポリシーを包含するものとして愛大
学生コンピテンシーがあります。これは、ディ
プロマポリシーが求める、つまり卒業要件より
ももっと広いものをカバーしています。卒業要
件は各学部が作っているからということです。
ですので、非常に抽象的になっていますが、た
だ、愛大学生コンピテンシーというものをコア
にして、このつのポリシーというものが書か
れていることはご理解いただけるかと思います。
　愛大学生コンピテンシーは平成24年に作り
ました。バックグラウンドとしては、各省庁が
個別に作ってきた、例えば学士力や就業力や、
あるいは社会人基礎力や、他にも汎用的なスキ
ルや汎用的な能力など、この頃さまざまな言葉
が乱立していました。その中で我々は、「汎用
的な能力」、あるいは教育学の用語で言うと「転
移可能な能力」を目指そうとしました。ちょっ
と大学の理念から外れますが、私の個人的な意
見では、その大学のどの学部でも、法学部に行
こうと文学部に行こうと、あるいは理学部に行
こうと工学部に行こうと、あるいは医学部に行
こうと、身につく能力はひとつであると思って
います。身につく能力はひとつ、それが、「転
移可能な能力」です。正確に言うと、身につけ
るべき能力は一通りであると考えていて、それ
は実際には書き下すと例えば愛大学生コンピテ
ンシーになります。つまり、教室で習った内容
を実社会で生かすということですから、それは
別にどんなバックグラウンドをもっていても同
じはずです。ですので、人文学、社会学系に対
する不当な攻撃というのは怒りを覚えます。怒
りを覚えるというか、いかに大学教育をわかっ
てないかというのを、身にしみて感じますね。
　愛大学生コンピテンシーというのはこういう
形で、学士課程の教育活動は、卒業要件にかか
る正課教育だけではないし、サークル活動やバ
イトのような正課外活動だけでもないし、真ん
中にもうワンステップ、準正課教育があるとい
う主張ですね。それをすべてひっくるめて、例
えば愛媛大学なら愛媛大学という学びの空間の
中で提供していくし、サービスとして提供して
いくし、学生にも求めるし、当然教員や職員に
もそういう目線で教育やってくださいというふ
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うに求めたいと、そういう方向目標という形で
定めました。こういう形で一応我々のスタッフ
が原案を作成しています。
　愛媛大学はディプロマポリシーを全国でもお
そらく一番狭く捉えていて、イコール卒業要件
と定義しています。これは大学によっては少し
ずつ考え方が違って、実際にはコンピテンシー
のようなものをディプロマポリシーと呼んでい
る大学のほうがむしろ多いと思いますが、我々
は外部評価のことも考えて、卒業要件で一つ区
切りをつけました。卒業要件から漏れ出たけれ
ども重要な活動について、準正課教育という言
葉を当てています。
　例えば、必須要件ではないけれど留学、あ
るいは必須になっていないインターンシップ、
SA（スチューデント・アシスタント）、これら
には単位は出ません。ですが、非常に教育的な
活動のはずです。教えることによって上級生が
勉強しているはずです。先ほど、このキャンパ
スや建物の中をいろいろ見させていただいて、
留学生がお習字を習っているところを見せてい
ただきましたが、どう見ても留学生ではない学
生が、留学生のお習字を手伝っていました。そ
ういうのも、我々のところでは、留学生が日本
語を学ぶことを手助けするJ-supportという組
織がありますが、学生と社会人が一緒に入って
くださっています。それも、一部お礼が出るく
らいで単位は出ませんが、教育活動には違いあ
りませんよね。
　そうすると何でも入ります。スチューデン
ト・アシスタントのように、謝金が出てもいい
し、単位が出ていなくてもいいし、学部によっ
ては必修だけど学部によっては全然関係ない活
動も全部入れられます。だからこの準正課教育
は、非常に懐が広いというか、愛媛的にいう
「いいかげん」（笑）というやり方ですが、非
常にフィットしています。なぜかというと、本
学の卒業要件は、それほど個性的ではないんで
す。当然ですよね。医学部に、例えば隣の県の
医学科と愛媛県の医学科で、勉強している内容
が全然違ったら、それは大騒ぎですからね。だ
から学部の正課教育にはあまり個性を求めない
かわりに、準正課のところに個性を出すように
と考えています。
　例えば、SCVとはスチューデント・キャン
パス・ボランティアのことで、平成16年くら
いにスタートしたシステムです。学生のボラン
ティア団体を大学として梃子入れしたものです。
それからSHDはスタディー・ヘルプ・デスク
で、大学院生が学部1年生の、例えば数学や物
理の勉強の手伝いをします。そういった内容を、
教員が梃子入れしているし、少なくとも立ち上
げは大学のお金も含めてサポートがあるけれど、
うまく回りだすと、学生と大学院生だけで回せ
るようになっています。
　愛大学生コンピテンシーの実際の文言につい
てご興味のある方は、本学のホームページを
ご覧ください。大きく5つに分類して、細かい
能力が12になっています。いわゆる「学力の
要素」と比較すると、この1番が、学力の要
素でいう知識、それから技能になります。2番
と番が、学力の要素の2つ目、思考、能力、
問題解決能力になります。4番と5番が、学力
の要素のつ目、多様な人と協働していく能
力になります。学力の要素が出る前にこちら
のほうが公開されているので、独立した形を作
るプロセスは全然違うはずですが、例えば協働
という言葉も入っていますし、他者の理解、他
者と一緒にするなど、そういう言葉も既にこの
あたりに入っていて、結果的に一生懸命考える
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と皆さん同じことを考えるのだと思いました。
　ですので、愛媛大学の、例えばこれがディプ
ロマポリシーなどの代わりと考えると、もう既
に学力の要素と対応するような項目が書いて
あったことになります。これは今既に当然のこ
とながら一般公開、パブリックに向けても公開
していますし、実際に、電子版シラバスのなか
にその授業科目の到達目標と、このコンピテン
シー 12項目との対応を入れないと先に進めな
いシステムになっています。教員サイドから見
ると必ずこのコンピテンシーを読んで、クリッ
クしなければならない、という仕掛けを作りま
す。それから、同じように卒業予定者アンケー
ト、卒業生アンケートでも習熟度を調査してい
ますし、既に今年度からは、入学生にもこのよ
うな話をして、調査をしています。
　それから、愛大GPというのは、グッド・プ
ラクティス、競争的な教育資金のことです。こ
ちらでも特別テーマとして準正課教育を掲げて、
各学部が考える準正課のプログラムに資金的な
援助もしています。
　ただ、全学でやっていると、どうしても学生
のところには届きにくくなります。だから、実
際には全学のアクションを全学的に動かしなが
らも、学生のところまで持っていかなければな
らないということで、少し手前味噌ですが、私
自身の業務の特殊性というのがここに出ていま
す。私は全学の仕事ではアクター 4なんですが、
学部に戻るとアクター 2で、同一人格が2つ担
当しています。教育コーディネーター、特に統
括教育コーディネーターの先生方は、全学の方
向性と、各学部の方向性のすりあわせをしなが
ら、そこのところを上手く使って何とか学部の
教育も良い方向に持っていけないかと、私個人
として考えました。
3.医学科カリキュラム・ポリシーの見直し
　まず、医学科のディプロマポリシーは9項目
が並んでいます。それにうまく対応するように
学生コンピテンシーがあります。愛媛大学の
DPやAPなどは、学力の要素にも綺麗に対応
するように項目立てをしました。学力の要素
は平成26年度に出ていますが、結局似たよう
な内容が繰り返し出てきています。カリキュラ
ムマップ（履修系統図）には、1年生が入った
ときから卒業するまでに、医学科で開講されて
いる全ての授業科目が入っています。どういう
順番で取ると、ディプロマポリシーの何番に対
応しているかがわかるよう全部書かれています。
これはホームページに出ているのと、学生の冊
子体シラバスに全て入っているのと、それから
簡易版を高校生向けにも話すことも多いです。
　高校生は医師がどういう職業、どういう人か
というのは少し知っています。よく知っている
とは私も思いませんが、大体イメージは持って
います。看護師についても大体イメージは持っ
ています。ところが、大学に入って何を勉強す
るかとなると、全くノーアイデアです。資格学
部、ライセンス学部ですらそうです。ですので、
例えば工学部とか文学部とか、あるいは理学部
とか農学部とか、どういう勉強をするのかを高
校生はまったく知りません。そして、もっと恐
いのが、高校の先生も知らないことです。高校
の先生に医学科出の先生はいません。看護の先
生は養護教員がいますが、でも医学部での高校
教員はいないはずです。そして、見落としては
いけないのが、工学部出の人も非常に少ないこ
とです。理学部や法学部や文学部出は多いです
が、工学部での高校教員は非常に少ないです、
高専にはたくさんいらっしゃいますが。だから、
こういうのを使って、どういうことを勉強する
かという話をすると、高校生は結構食いついて
きます。知らないから。なので、実際原案は私
が書いたものですが、もう少し、準正課教育と
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いう考え方を実質的な授業に近づけたいと思っ
ていました。なぜかというと、いろいろな外的
な、あるいは内的な要因があるからです。
　もう既に終わりましたが、国立大学はミッ
ションの再定義で他大学との差別化をしろと言
われました。それから、医学教育は今、グロー
バル化が盛んに言われていて、ついに分野別の
認証評価が始まりました。認証評価というと普
通大学全体で良いとか悪いとかいう機関別の認
証評価ですが、薬学部は既に分野別の認証評価
が正規化されていますし、ロースクールも法律
で必修化されています。それと同じような形で、
医学科の教育の分野別認証評価が始まりました。
　更に内部要因としては、こういうことを書く
と結構いろいろご意見をいただきますが、医学
生も今、学力低下が全国的な問題になっていて、
まじめに議論されています。出口のレベルが下
がってきたなら、質保証が非常に大変になって
きています。さらに、勉強しなければならない
内容が次々に増えているので、教育と研究が乖
離しがちになってきました。こういうのもよく
ないなと思ってきました。臨床現場と研究現場
がだんだん離れてくるなど、各分野でいろいろ
な悩みを抱えていらっしゃると思いますが、医
学教育もこのようなことを特にここ5年くらい、
本当にシリアスな問題として抱えています。
　愛大学生コンピテンシーが出てきたので、こ
れを機に医学教育の考え方を変えたいと思った
んです。何を行ったかというと、医学教育の、
国立大学のミッション再定義の中で、準正課教
育プログラムを盛り込みました。これは結局必
修ではありません。
　必修ではないというと驚かれますが、医学教
育は基本授業の99パーセントは必修なんです。
学生に科目を選ぶということはありません。そ
れはある意味、そうでなければ困りますよね。
例えば、私は内科医になるから耳鼻科は知らな
いとか、私は小児科をやるから、子どもだけを
見るから産婦人科は要らないというわけにはい
きません。なので、医学教育は基本全て必修で
す。そうすると、学生の個性には対応できない
ことになります。あるいは個別の志向性には対
応していないことになります。これまではそれ
で良しとされてきましたが、そうするとやはり
学生のモチベーションは落ちていきますし、何
より教員のモチベーションが落ちます。
　そこで、愛媛大学が考え出した準正課教育と
いう言葉を使って、必修ではないから学生が自
分の好みで選んでいい、しかも卒業条件とか関
係ないことを打ち出しました。そういうほう
が学生は食いついてきます、特に熱心な学生
は。そういうプログラムにバリエーションを含
んで提供することによって、その人材育成をし
たいと思います。今まで医学教育は、100人な
ら100人、120人なら120人に画一的な教育を
することが良しとされていましたが、個人の趣
向性を活かしたプログラムを本果、成果と平行
して提供することが必要ではないかということ
です。この考え方は文科省には評価していただ
きました。何より、教員のやる気が出ます。や
はり、学生はやらされ感のある授業は、生き生
きとして聞くことはないですから。必修科目は
そこがつらいですが、だからこそ私はいい授業
のFDをしなければならないと思っています。
　学生が好きで選んできた科目だったらどんな
授業でもいい、多少乱暴な授業をしてもいいと
思っていますが、今の教育では学生は選ぶ余
地がありません。医学や看護もそうですが、そ
うすると、いやでも聞かなければならない授業
だったら、せめて楽しくやろうというのが私の
ポリシーです。
　そこで、このような絵を描きました。真ん中
のピンクのところは正課教育です。この白いと
ころは正課外になります。この黄色いところが
準正課で、拾い集めてみると、いろいろなこと
を実はしているんです。短期留学は必修ではあ
りませんが、やはり参加している学生はいます。
だから、それをもっとお金も含めてサポートし
てあげましょうということです。それから、今
私の研究室で学生が一人、臨床推論についての
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論文を英語で書いています。診断のプロセスを
勉強する、自主的なサークルがあるんですが、
そこでの経験を論文のネタにしています。それ
からTAやSAですね。これをオーガナイズし
ていきました。
　たとえば、実習系の授業では学生が活躍して
います。もともと最初に行ったのは解剖学の実
習で、解剖学の実習は結構身体的にも精神的に
もハードなんです。それを上回生が手伝ってあ
げることをもう15年ぐらい行っています。そ
れから今一番力を入れているのは、文科省のお
金もいただいたので、研究マインドの育成です。
高校生に聞くと、結構衝撃的な事実を口にしま
す。「医学科に入ったら研究しないと思ってい
た」って言われるんですよ。確かに卒業研究は
ないです。卒業論文もありません。だからって
医学は研究しなくていいと思っていたというの
は恐いですね。そういうのは最近高校生には
きちんと正確に説明することを心がけていて、
「愛媛大学は少なくとも研究はすごく熱心に
やってるよ。1年生のゴールデンウィーク明け
からいきなり研究室に行かせてるよ」という話
をすると、ある進学校の高校生がその話の後に
寄って来て、「医学科に入っても研究できるっ
て聞いてよかったです。安心しました」って。
いかに高校での進路指導があさっての方向を向
いているかというのがよくわかりますが、最近
は高大連携の授業も私は結構真剣に行っていま
す。そうしないといい学生を取れないので。
　こういうのをいろいろ集めて提供して、且つ
そこに日の目を当てて、こういうのは大学がオ
フィシャルに認めている教育プログラムだから、
先生方も正々堂々と行ってくださいと、エンカ
レッジしているところです。これはそういう形
でミッションの再定義の中にも取り入れても
らいましたし、これが今力を入れているつの
柱ですが、学生は、必修ではないし、授業の合
間しか時間がないけれど、夏休みなどの時間を
使って研究論文を書いてくれています。
　それから、やはり我々も、地元の医療に貢献
したいという気持ちが強いので、学生をいわゆ
る辺地の病院にバスツアーで連れて行きます。
今我々は、1年生から4年生の水曜日の午後は
基本的に授業が入っていないので、こういう準
正課のための時間帯にしています。だから、上
回生から下回生まで愛媛県の南の端バスで連れ
て行きます。　病院に連れて行って、いわゆる
地域医療現場の本当のフロントラインまで学
生を連れて行きます。そうすると、結構田舎だ
けど、大きい病院だなと思ったり、先生方が生
き生きとしているなということを感じたりして
帰って来てくれます。10年後、バスツアーに
行った学生がそういう病院で働いてくれたらい
いなあという願いを込めて活動をしております。
　それから、ここは愛媛大学では少し遅れ気味
だったのですが、海外研修もこれから力を入れ
たいと思っています。今年の月に初めてうち
の学生が、奨学金のコンピティションを勝ち
取って、イギリスで1ヶ月の臨床実習を行って
きました。オックスフォード大学で行って来ま
したが、そういう学生を皮切りにした感じです。
それらは全部、単位や卒業予定とは関係あり
ません。関係ないところで行っているからこそ、
我々も面白がってやっています。
　これが1つのやり方で、大学のトップレベル
で決めた全学的なポリシーを如何に学部学科の
授業に、この場合では準正課ですので単位がつ
かないものばかりですが、学生にほど近い授業
に落とし込んだなというひとつの流れを、医学
科の例ですがご説明させていただきました。
　もうひとつ事例をご紹介します。私の専門は
もともと人体解剖学です。先ほども出ましたが、
実習がすごく長いんです。どの大学でも未だ
に2ヶ月ヶ月、週4回、週5回、半日の5回な
ど、集中的に解剖実習があるのが普通です。解
剖実習というのは、究極のアクティブラーニン
グで、学生が手を伸ばさないと何も出てきませ
ん。はじめは、ホルマリン処理済みですが、丸
のまま置かれているので、それは見なきゃいけ
ないもの、学生が自分で出さなきゃいけないん
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です。我々教員は何をするかというと、手伝い
ます。あるいは質問に答えます。難しいところ
の剖出は少し手伝います。我々はさすがに経験
がありますから、これを壊したらいけないとい
うことと、これを切らないと先にいけないこと
の判断はつくので、今は上級生のSAがその一
部を手伝ってくれています。
　解剖実習のいいところは、学生と相対してい
ないことです。授業の時も学生の横にいます。
サイドバイサイドで授業があって、それが非常
に私の好みにあったんですが、解剖学をやりな
がら、もう少し解剖実習を効果的にやりたいな
ということを愛媛に来て考えて、大学教育とか
高等教育の勉強もいたしました。
4.教育改革のための組織作り
　そうこうしているときに大学側が1年ほど
前から、FDを言い出して、全学の仕事を手
伝っています。愛媛大学では平成14年ぐらい
から、大学のトップがFDを言い出した記録が
残っています。それで、私が全学のFDで最初
に行ったのは、新任教員の講習会を手伝ったこ
とです。
　新任教員は、アルバイト程度では授業をして
いたかもしれませんが、まず高等教育で、いわ
ゆるセオリティカルな理論的なところはまった
く知りません。手探りするしかありません。そ
ういう先生方に、愛媛大学で堂々と授業をして
いただくために、何を研修するかというお手伝
いをしました。先ほども登場された佐藤浩章先
生がコアになって、理論的なバックグラウンド、
バックボーンは彼がつくって、私はどちらかと
いうと、そのファシリテーターというか、しゃ
べり担当です。そうやって、これは必要だとい
う現場の必要性からFDのプログラムを作って
いきました。
　ところが今５年目に入っていますが、愛媛大
学は独自のテニュア・トラック制度を作ったん
です。スタートしたのは平成25年度からです。
教員の先生方、特に若手の先生方に、100時間
以上の研修を受けてもらうという制度を作りま
した。現在は、理工系の講師や助教の方と、文
系の講師の方が、一応必修になっています。大
学が雇用契約を結ぶときに、こういった対象に
なる方は、はじめの5年間は任期が限られてい
ます、そういう契約です。そのかわり、はじめ
の年間は研究費のサポートを他の先生よりも
手厚くします。だから、ある意味教授よりも大
学から出る研究費は多いことになります。そ
れと一体になっていますが、はじめの年間で
100時間以上のいわゆるFDの研修を受けても
らっています。ここではPDという形に言い換
えていますが。経済的な、財政的な支援もあり
ますが、研修は必修という形の契約にしました。
　この制度が新聞に出たら、いきなり電話がか
かってきました。都内の某国立大学学長室の秘
書さんから電話がかかってきて、少しお話をし
ましたが、100時間などどうやって研修プログ
ラムを作ったのかというのが、一番のご質問で
した。我々からすると100時間は厳選しただけ
で、もっとレパートリーがあったんですが、そ
の当時普通に行っていた研修です。ただそれ
を、当時は体系性なしにばらばらに行っていま
した。それらの研修を全部集めたら、100時間
どころではありませんでしたが、そこから順序
立て、順序付けをして、重み付けもして、さら
にこれは若手の教員に必要だというのを選んで、
100時間に絞ったというのが我々の考え方です。
具体的には、例えば教育企画室、あるいは各学
部のFD担当者が行っていたことを、体系立て
て取りまとめて制度にしたものです。ただ、こ
れはかなりスケールメリットが必要だったので、
他の大学にもいろいろお手伝いをしていただい
ています。
　もともと教育企画室は、平成18年にできた
とき、あるいはできる前から、学内のFDと
SDの専任部署でした。ですので、例えば2時
間ものや4時間もの、1泊2日や、2日の合宿も
のなどで、FDのメニューはいろいろ作ってい
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ました。たとえば、私も以前から授業のやり
方、特に大人数講義室の使い方などの講習は
行っていました。それと、ちょうど時を同じく
してFDが叫ばれるようになったので、高等教
育学会等で学会レベルの研究も進みました。さ
らに、我々は運がよかったことに、平成20年
に大学間連携の文科省GPをいただき、四国の
全ての高等教育機関、短大や高専も全部含んで
も、…0校ちょっとしかありませんが、そのネッ
トワークを組むことができました。そういう地
盤はあったということです。
　これが四国地区のネットワーク（SPOD）で、
四国の全ての教育機関に加盟していただき、平
成20年度から ヵ年は、文部科学省からの支
援をいただきました。平成2年度からは、会
費制に移行しています。私も今年度もに講習に
行きますが、これは、少なくとも年に1回は四
国の加盟校で開催する、例えば島嶼部にある弓
削商船なども含めて、各大学がキャンパス内で
主催するFDあるいはSDの講習会にこのネッ
トワークから講師を派遣しています。
　それが1年を通じて行われています。例えば、
徳島大学が行う研修には、近くの徳島県の大学
は受講料なしで参加可能にしました。それは年
会費をいただいているからです。ですので、例
えば愛媛も、一泊二日の新任教員研修などしま
すと、県内だけではなく他県の方も来られます。
文科省のお金をいただいたので、遠隔の授業シ
ステムを入れることができましたので、私も毎
年遠隔の講習をしています。そのときには四国
中に遠隔で受けられるように発信して、少なく
とも６箇所くらいに同時発信ができます。これ
は平成20年度からスタートしました。
　ここで宣伝のスライドが入りますが、今年は
8月の下旬に松山でフォーラムを集中開催しま
した。これは1年に1回、四国のどこかでFD
とSDの講習を集中開催していて、日間で40
プログラムくらいあります。今年は、500人程
の参加で、四国の外からも200人を超える方に
ご参加いただきました。四国の外からはお金を
いただきますが、それでも来ていただきました。
ご参加いただくとSPODの懐が温まりますので、
是非いらしてください。
　ただ、非常に好評をいただいているのと同時
に、あまりにもある意味知名度が上がってしま
いました。四国の中だけで募集したときにはよ
かったのですが、四国の外にオープンにしたら、
オープンした日の翌日にはほとんどの講習が定
員に達してしまい、非常にお叱りをいただきま
した。でも、次年度もそうなると思います。
　それともう1つ、こういうことを行っている
と文部科学省に注目していただけたのか、共同
利用拠点に認定されました。平成22年から5年
間と、平成27年からもう5年間、追加で今再申
請して、再認定をいただきました。この教職員、
教育関係の共同利用拠点は文字通り、各大学が
培ったノウハウをよその大学に発信してくださ
いという事業です。ですので、創価大学でAP
事業をコラボレーションでお手伝いさせていた
だいているのも、まさにこの拠点の本業になり
ますし、今日の私のこのようなお話も、大学と
して、本務、本業として送り出したということ
になります。
　拠点には必ず職員が入っています。SDを
行っていますので、どうしても人事課との連携
は切れません。それから、裏方だけではない
もっと積極的な役割として、教育企画課のス
タッフにも手伝ってもらっていますので、実際
は、教員職員同じ数、場合によったら職員のほ
うが多いという組織で動かしています。この
ようなことをいろいろ行っていると、教育コー
ディネーター研修会を見たいという訪問が結構
多いです。それから最近では理事の方、副学長
の方、時々学長の方が来られることもあります。
　もともとこのように、教育企画室などがコア
になって、FDやSDのプログラムは行ってい
て、それを外からも評価もしていただきました。
ある意味、灯台下暗しで自分のところを忘れて
いたので、本学の若手教員の能力開発をもっと
システマチックにしようということになりまし
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た。これを考えたのが、平成24年度のことで、
制度としては平成25年度から独自のテニュア・
トラック制度がスタートいたしました。
5.愛媛大学のテニュアトラック制度
　これは愛媛大学のPD（プロフェッショナ
ル・デベロップメント）ポリシーですが、もう
FDだけではないだろうということです。教育
面だけではなく、当然ベーシックな研究と、そ
れから今研究者に求められているのは、研究し
た成果をパブリックに公表していくことですよ
ね。そういうスキルです。それから、若手教員
なのでエフォートは低いですが、例えば大学院
生を含むようなゼミの運営、あるいは研究室の
運営などのスキルも含めて、若手教員として総
合的に必要だと思われる能力の育成をすること
を宣言しました。
　具体的には、教育と研究と管理運営と社会
貢献、これが4つの柱になります。こういった、
統合された能力を育成するための取り組みを総
称して、総合的な能力開発、あるいは略語で言
うとPDだと考えています。このPDという呼
び方も全国的にかなり一般的になってきました。
　テニュア・トラック制度は平成25年度スター
ト（平成29年度からテニュア教員育成制度に改
称）ですが、ここで申し上げている総合力が高
いというのは、教育と研究と管理運営と、結果
としての社会貢献が全部できることです。当然
教員によって重点領域は違いますが、どれか一
つを欠くというわけではありません。最終的に
は、自大学も含めて教育の質の保証をしたいと
いうことです。
　具体的には、理論的なバックボーンとしては、
日本にもFDはありましたが、割とミクロが中
心だったという反省です。それからテニュア・
トラック制度もありましたが、これは研究重点
というか研究偏重だったという反省です。
　諸外国はもっといろいろなことを行っていま
す。例えば、ライセンスに近いような制度を取
り入れている国もあります。そういうことをい
ろいろ研究して、これもバックボーンは教育企
画室の研究の成果ですが、もともと我々が持っ
ていたFDの知識体制と、10年以上にわたって
教育のことを歴代の学長が言っていましたので、
そういったガバナンスを生かして、平成25年
度に愛媛大学独自の、他がどこも行っていない
制度を入れることになりました。
　先ほども少し説明しましたが、採用すると5
年間はテニュア・トラックです。それ以後、テ
ニュア、つまり終身在職権、パーマネントな職
に移行します。はじめのヵ年のなかで、財政
的な支援と、プログラムの受講をしてもらいま
す。平成25年度にスタートしたので、中間審
査を実施したところです。各部局で審査が行わ
れていて、テニュアに移行しようか、もう2年
やってもらおうかなどの結果が出始めていると
ころです。この中間審査の段階ではまだテニュ
ア移行は無理だという方には、もう2年猶予期
間があって、トータル5年経つときに最終審査
を受けてもらいます。もし、このときに教育能
力あるいは研究能力、総合的に見て愛媛大学の
教員としてはレベルに達していないと判断され
れば、理屈の上ではここで雇い止めという形
で契約が切れます。だから、この段階で既にテ
ニュア移行できる方もいれば、まだ猶予期間の
2年を使ってくださいという方もいらっしゃい
ます。実際、テニュア・トラック移行したる教
員が、60名弱います。弱というのは、この5年
間の途中で他から引っ張られちゃう人もいて移
動があるからです。それはある意味いいことで
すが。他大学、研究系の大学に移動になった人
もいますし、学内でも別の形で昇任するような
人もいらっしゃいますので、60名弱ですけれ
ども、愛媛大学の教員全体が800なので、結構
な人数です。
　これは実施体制です。教育企画室と学術企画
室という、研究に関する能力育成を担当してく
れるところもあります。いろいろな部署が絡ん
でいて、私は平成27年の4月から、能力開発室
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の室長も兼ねることになりました。学長特別補
佐になったことがきっかけで、このテニュア・
トラックも小林の本務だからと辞令をもらって
います。
　具体的には、教育に関する能力、特に授業を
実践する能力、こういう内容を取り込みたいん
です。実際に、実践で行っていますので、Off…
the…Job…Trainingだけでなくて、教育に関する
OJT（On…the…Job…Training）も入れています。
それから研究に関しては、ここの研究分野は、
例えば今本当にシリアスな問題になっている外
部資金の確保、具体的にいうと申請書の書き方
のトレーニングですね。あるいはパブリックと
のコミュニケーションスキル、これもOJTで
す。さらに知財や著作権、あるいは研究倫理、
今非常にホットな話題ですが、こういったとこ
ろの講習は必修です。それから、かなり選択的
になっておりますけれども、マネジメントにつ
いても講習をしてもらっています。
　ここは資料としてですが、授業デザインワー
クショップというのを創価大学とコラボレー
ションさせていただいて、新任教員向け1泊2
日の合宿形式のワークショップを行っています。
愛媛大学の授業デザインワークショップはも
ともとは1泊2日だけでしたが、テニュア・ト
ラックのおかげでオブリゲーションになったの
で、9時～ 17時パターンを作りました。9時～
17時パターンにすると2日半かかってしまいま
す。例えば17時に仕事を終えて、お子さんを
保育園に迎えに行かないといけないという方で
も修了できるようなことも考えました。
　例えばこれは授業観察になっていますが、他
の先生の授業を見に行ったりする、あるいは他
の先生に見てもらってコンサルを受けるなど、
これらはすべて、OJTです。実際に授業もし
てもらいますが、ただ、やりっぱなしではなく、
シニアの先生の意見も聞いてくださいとお願い
しています。私もついこの間、授業参観のポス
トミーティングをしてきましたが、私が授業を
見に行くだけでなく、そこに出ている学生に今
の授業がどうだったかを聞くんです。これが一
番いいですね。そこに時間とエフォートがかか
りますし、さすがに学生なので、このままだと
本人には見せられないようなことも書いてくる
ので、あいだに緩衝材としてスタッフが1人入
りますが、コンサルタントが学生の意見をまと
めて文章と口頭で返します。そうするとある意
味、逃れられないですからね。本当に学生はい
いこと言ってくれます。先日、私がポストミー
ティングを、私自身も参観に行って学生の意見
を聞いてきました。その先生、日本語ネイティ
ブじゃないんですよ。日本語ネイティブでない
教員なので、やはり発音とかイントネーション
とかが完璧な日本語とはいえないんですね。そ
うすると、学生が何を言ってきてくれるかとい
うと、前回の講義よりも日本語が上手くなって
います、とこう書いてあるんです。あと、多少
イントネーションがちょっと違うので違和感が
あるんだけれど、スライドに文字で出してくれ
ればそれでいいという、すごく建設的なことを
書いているんです。
　これは我々が学内で授業評価アンケートを
やってきたことの反省の1つです。アンケー
トっていうのは、消費者センターに来るクレー
ムと一緒で、なかなかいいこと、ポジティブな
コメントは出てきません。ネガティブなことは
書きたい学生はたくさんいるので、ものすごく
辛辣なことばかり来たりします。だけど、実際
に授業に入ってみるとその先生はすごく良い授
業をされていることはよくあるんです。なので、
ここは単純に○×式、あるいはレイティング式
のアンケートではなくて、学生さんと少し話も
しながら、今の授業のよかったことを教えてく
ださいと聞いています。そして、よかったこと
を教えてもらった上で、さらにこれをこうすれ
ばこの先生よくなるはずという皆さんの意見を
聞かせてください、と。これは紙を配ったり、
ウェブ形式でアンケートを出したりするのとは
一味違う意見がきます。やはり、現場でやって
みると全然違うのがきます。ただ手間はかかり
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ます。実際に学生の数が多くなってくると、コ
メントをまとめて、自由記入してもらったもの
をワープロ起こししたりするところにお金がか
かったりします。でも、その学生からの意見を
ある程度経験を持った人がフィルターをかけて
伝えるというのは、非常にその先生に役に立ち
ますし、ある意味絶対それは実現しなければな
らないというプレッシャーにもなっているわけ
です。
　次は教育ではなく研究ですが、研究者倫理、
知財、著作権などは必修になっています。…そ
れから、アカデミックプレゼンテーションで、
英語でやるプレゼンテーションや、英語での論
文の書き方など、そういう講習会です。一部は
外部の方、あるいは、本当に一部だけですけれ
ども企業の方も入ってくださっています。やは
り、プロフェッショナルに頼みたいこともあり
ますので。それから、マネジメントです。高等
教育の理論的な話や、チームビルディングなど
は、ラボの運営には大事なポイントです。この
辺も研究室マネジメントが直接入っています。
　あとは、結構馬鹿にならないのが安全衛生の
講習です。いかに学生のとき、大学院生のとき
にいい加減にやってきたかがわかります。実際
これは、話を聞いてもらうだけではなく、オプ
ションですが、学内の巡回にも付いていっても
らいます。そうすると、いかに自分の身の回り
が危険かというのが、よくわかります。そう
いう実践的なものも入れていて、全部合わせ
て100時間です。この4月から、必修の割合は
見直しました。年経った時点でいろいろな現
場のご意見もお聞きして、トータル100時間と
いうのは同じですが、もう少し選択の幅を増や
したほうがいいだろうということで、今は必修
90時間の選択10時間を、必修80時間で選択20
時間に少し見直しました。そういうマイナー
チェンジはしていますけれども、基本的な流れ
としては、まだこの制度は続けていくことに
なっています。
　最後は、ティーチング・ポートフォリオを作
成することになっています。自分のなかで研究
のバックグラウンドと、教育のアクティビティ
と、私の場合は管理職なので、管理運営が大き
いですが、あとは社会貢献や診療が、どういう
形で言語化されているか、あるいは入れ子構造
になっているかを書いてもらうワークショップ
です。これは東京大学の栗田先生提唱の形式を
とっていますが、最終的には、こういうことを
ティーチング・ポートフォリオのワークショッ
プで作ってもらいます。そうすると、私はこう
いう研究をしてきて、その研究で培った理論や、
自分自身の方法論をこういう形で授業に生かし
ているんだということを言葉にしてもらいます。
それは、1人1人の教員の、特に若手教員の自
信に繋がるようです。あるいは、そういう形で
大学の方向性を見直してもらうと、結構フィッ
トするよねという方が多いです。
　私はある意味驚きましたが、若手の先生方
は、ついこの間まで大学院生だったりポスドク
だったりで、ある意味バリバリ研究をやってき
たわけです。そういう先生が愛媛に来て、どう
いう教育をやりたいですかと聞くと、研究の専
門はそれほど重視していないんです。そういう
若手の先生が何を教えたいかと聞くと、あるい
は言語化してもらうと、一番やりたいのは汎用
的な能力の育成です。だから最初のほうにお話
しした、愛大学生コンピテンシーをまさにその
まま体現したような授業をやりたいと言われま
す。ただ、ネタとしては、例えば自分がずーっ
とやってこられた数学だとか、昆虫学だとか、
経営学をやりたいと。だけど、そういうネタを
利用して、実際に学生に身につけてほしいの
は、「転移可能」な、あるいは「社会で使える」
能力だということを異口同音におっしゃいます。
そういうことを一度吐き出させて、文字化、言
語化するプロセスは、やはり大事です。そのよ
うな形で、個々の教員の教育理念と、大学のポ
リシーを上手い形ですり合わせていく、ある程
度誘導的にすることもありますが、すり合わせ
ていくプロセスというのは大学全体にとって価
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値があることだと感じています。
　このように、草の根的にやっていたプログラ
ムを、体系化して、それと財政的な支援という、
大学全体のいわばマクロのFDを組み合わせて、
テニュア・トラック制度というものを作りまし
た。ここまで、比較的ボトムアップ方向に動い
た事例をご紹介させていただきました。少し手
前味噌ですが、私自身が現場で行っていること、
そのほうがリアリティがあっていいだろうとい
う思いで話しています。
6.まとめ
　このスライドは初めにお見せしたものと少し
だけ違っています。何が変わったかというと、
はじめは全学的なポリシーとは学部学科のポリ
シー、あるいは学内のセンターから全学的な育
成へと書いてありましたが、本当はそれではい
けません。もっと「学生中心」に考えることが
必要です。全学的なポリシーを日々の授業、授
業科目の開発、あるいは授業教材の開発に生か
していくことが本来は求められていますし、当
然FD、PDなどと言って、授業が良くなったり、
もっと言ってみれば、学生だったらパフォーマ
ンスが良くなったりしないと、そのコストパ
フォーマンスの計算すら、成り立たないわけで
す。なので、ここは私どもも、自戒を込めて申
し上げておりますけれども、FD、FDと言うだ
けではだめです。教材や授業に生かされていな
ければならないし、学生のパフォーマンスに生
かされていなければならないので、本来はこの
アウトカムをきちんと測る必要があります。た
だ、それをきちんと測るのが極めて難しい。で
すので、考え方としては、いろいろな考え方が
ありますが、やはりなんとか測ろうとしている
ところではあります。これは現在、私なりに考
えている愛媛大学の広い意味でのFD、あるい
は教育改革の現状での課題です。
　一番の課題はたった今申し上げたことで、学
習成果をどうやって可視化するかです。例えば、
医学科というのは、国家試験で測れてしまう。
国家試験の合格率というのが非常にシビアな学
習生活を要求しています。個々人の学生の成績
をみるのは予備校の模試が一番良いと、あるい
は外部試験や、歯学部や薬学部でも行っている
ような共用試験で成果を測るというのが1つで
す。勿論それだけではありません。卒業時に実
技試験が入ることになりましたので、臨床の手
技の実技試験もするようになりました。医学教
育は今、全国的な近辺化と底上げがテーマなの
で、全国統一の基準で行おうということになっ
ています。
　そういう統一の仕組みや統一の試験があると、
全国平均との対比（ベンチマーキング）、それが
いいかどうかは別として、そういう形の評価は
できます。ただ、やはりそれだけではつまらな
いというか、何か別の形で学生の自己評価とい
う形も含めた成果の可視化をしたいと思い、ア
ンケートの見直し、あるいはアンケートだけで
ない測り方、ある意味試験をするとか、そうい
う形も考えています。ただ、どの大学も困って
いらっしゃるというのがよくわかりますし、唯
一の正解というのはたぶんないと思っています。
　それと連動するのが教学IRですね。どうし
ても、IR って外部評価を意識して、後手後手
にまわるので、なんとか先手を打ちたいと思っ
ています。大学の中で100人くらいのメンバー
には、このぐらいの厚みのバインダーが、2年
に1回くらい回ってくるんですよ。初めは空で
来ますが、そこに、半期ごとにこのくらい分厚
い資料が、差し込んでくださいねと回ってくる
んです。それがIRの資料です。生データに近
いものと、学部ごとに比較したものと、それか
ら経年変化です。その比較したものが一部職員
も含めて、100人くらいのスタッフが定期的に
来る形になっています。
　例えば、なかには学部間を比べると非常に面
白いデータもあって、アドミッションポリシー
をどれだけ意識して入学したかというのは残
念ながら愛媛大学も低いんです。肯定的な回答、
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弱い肯定を含めても、実は過半数にも足りませ
ん。ところが、二つの学部だけ、アドミッショ
ンポリシーを意識しましたという学生が妙にい
るんです。それが、医学部と新しく設置された
社会共創学部です。面接しているからですね。
面接の対策って高校生から見ると、資料がない
んです。なので、必死に調べられるもの、集め
られる情報は全部集めるわけです。そうすると、
結構大事なのがアドミッションポリシーだとい
うことが間接的にわかります。逆に言うと、面
接試験をやればいいというわけではありません
が、面接試験のような、あるいは学力の要素
をきちんと評価するような試験をやることは、
上手くすると大学のポリシーをきちんと浸透さ
せるきっかけになるだろうという推測が成り立
ちます。本当にそうかはわかりませんが、そう
いう資料としても使えます。なので、IRはそ
こがおもしろくて、思わぬところで次のきっか
けが見えたりします。
　それから就職支援は特に、文科省のCOCプ
ラスに採択されたので、県内就職率をどうやっ
て1割増やそうかという、大変な状態になって
います。ただ、本当は就職支援というのは2次
的なことで、いわゆる広い意味でのキャリアパ
ス、キャリア教育も含めて、学習支援をきちん
と強化しなければならないと思っています。こ
れは、単に学力低下ということだけではありま
せん。学生コンピテンシーで訴えているような
協同力、あるいは地域、いわゆるグローカルと
いうそういう思考パターンをどうやって支援し
ていこうかということです。それは実際には物
理的な支援も含みます。そのためにも、なるべ
くアクティブラーニングに適したような部屋に
したいということです。最近、国立大学は急速
に予算が悪くなっていて、創価大学に来て本当
にうらやましいなと思ったのですが、こういう
物理的なリソースも、なんとか工夫してよくし
たいと思っています。このなかには正課外活動
も当然含まれます。サークル活動は学生が学ん
でいるところが多いですから、それをいかに安
全に、しかも多少の問題点を抱えながらも、そ
の問題点を、人間関係の問題点を解決できるよ
うな、そういう工夫もある程度は大学が仕向け
てあげる必要があると思います。
　最後になりましたが、全学組織、とくに学部
を含めての改組が行われるところですので、7
つの学部と4つの機構という分け方が、本当に
それでいいのか、特に全学横断的な機構が、4
つがベストなのかということを今、見直し中で
す。ですので、ミクロな成果からマクロなFD
まで、終わらないなあというのが正直なところ
です。でも、ずっと課題が出続けているという
ことは、おそらく解決して過ぎ去っていく問題
もどんどん増えると思います。それが、PDCA
が回っているという現状なのかなと思っていま
す。用意させていただいたのはこれで終わりで
ございます。どうもありがとうございました。
質疑応答
司会：小林先生、大変にありがとうございまし
た。小林先生からはPDと、プロフェッショナ
ル・デベロップメント、私もはじめて聞く言葉
でしたが、それを積極的に導入された先進的な
試みについて、お話をしていただきました。聴
講されている皆さんのほうから質問があれば、
受け付けて参りたいと思いますので、どうぞよ
ろしくお願いいたします。
関田：各学部に教育コーディネーターを作りま
すよね。教育重点教員というような名前でなる
と思いますが、そういう立ち位置に立って仕事
をするインセンティブ、このあたりはどうなっ
ているのか教えてください。
小林：実際には、目に見えるインセンティブは
ほとんどございません。毎月数千円の手当がつ
いているだけです。ただ、それは本当に、おま
けです。実際には、むしろ各学部の人材育成と
学部運営のポリシーが色濃く反映していて、例
平成 27 年度第 4 回 FD セミナー 51
えば教育コーディネーターには教授だけでなく
准教授も入っています。それは、学部にとって
は次世代育成も兼ねていますはずです。そうい
う形なので、任命されると大変ですが、これは
学部の中である程度トップダウンで決めていた
だくことになっています。どうも将来を見越し
て、学部の運営の戦略として任命されているよ
うです。その結果として、コーディネーターか
ら統括になって、学部長になって、理事になる
というパターンがだいぶ多く出てきたというこ
となんだと思っています。
　各学部においては、次のカリキュラムを考え
てもらうということが一番大きいです。カリ
キュラムのどこがウィークポイントなのかを診
断してもらいます。それは、カリキュラムの科
目だけでなく、部屋の造りが原因であることも
ありますが、それを診断して、次の機会にどう
いうカリキュラムにしたらいいかを考えておい
てもらう、というのが学部においては一番大き
いです。それは、先ほどの研修会で話題になる
ような内容をいれていただくこともありますし、
実際に研修会でアクティブラーニングのことを
数回にわたって行うこともあります。
　ただ、もう1つは、例えば今年はアドミッ
ションポリシーで行なっていますが、全学的に
できれば統一した形で作って、内部と外部でそ
れを公表していく。典型的にはつのポリシー
がそうなんですが、例えばそういうものを全学
統一フォーマットで作るという具体的なタスク
も結構あります。これは、総合大学としてのひ
とつの戦略で、学部が1個1個いいものを持っ
ていてもなかなか評価してもらえません。それ
よりも、大学全体のポリシーがこういうふうに
いきわたっていることを見せられると、外部評
価に強いということが、経験的にわかっていま
すので、そういうポリティカルなことも含めて
やっていただいています。
　特にアドミッションポリシー、今回の入試
の見直しは、非常に深刻な話です。深刻とい
うのは、つの要素をどうやって評価するのか
は、早めに考えておかないと、少なくとも、入
試って大体2年前ルールがあるから、入試の形
態を変える2年前にはパブリック、特に高校生
には説明できなければなりません。それを考え
ると、今やっておかないと間に合わないという
ことで、本当に近々の話題として話し合いまし
た。ここ年間は、それ以前よりも参加人数が
多いんです。入試関係の人も来ていただけるよ
うに、拡大研修会になっていて、やはり現場の
情報のなさが影響していて、非常にディスカッ
ションも熱いです。それに関しては企画室だけ
でなく、…四国の5つの国立大学が一緒に作って
いるアドミッションセンターがありまして、そ
こからの応援を頼んでいます。それから、研修
会に集まっていただくときにはなるべく各年度
で、終わると何がしかのプロダクトができてい
るようには工夫しています。自分たちがやった
ことを見える化していかないと長丁場は続きま
せんので。そして、なるべく時事的なネタを入
れるということですね。
司会：他にいらっしゃいませんでしょうか。
久保：理工学部の教員の久保と申します。今日
は大変有益なお話をありがとうございました。
先ほどお話があった100時間教育をされて、テ
ニュア・トラックからということですけれども、
新任の方に対する教育がそれだけ充実している
のは素晴らしいなと思いました。新任の方には
いろいろな教育が必要だと思いますし、それを
することは素晴らしいと思うんですが、私が最
初にここにきたときに何の研修もないのにびっ
くりしたというのは、ここの教員になる前に私
は実は企業で働いていました。企業ですと、就
職したときにどんな人に対しても一応何らかの
研修があり、さらにステップアップしていくご
とにそれぞれ研修があるのが、なんとなく普通
だと思ったまま教員になってしまったのでびっ
くりしたという状況でした。やはり、大学でも
ある程度キャリアを積んだ教員に対してもこう
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いうFD研修会のようなのがありますが、それ
以外に何か実践的なことはされていらっしゃる
んでしょうか。
小林：はい、ありがとうございます。まず一点、
愛媛大学のテニュア・トラック制度は、先ほど
若手というふうに申し上げましたけれども、い
わゆる実務家教員で、今おっしゃったような、
例えば銀行から来られたばかりの先生や、行政
から来られたばかりの教員の方は、准教授でも
テニュア・トラックに乗りなさいという形にな
ることがあります。大学での教育経験がないの
であれば、やはり積んでいただくという形で、
テニュア・トラックに乗っている方が1，2名、
いらっしゃったかと思います。それから、シニ
アの先生方のトレーニングは、実は我々はある
意味お任せ状態です。
　入り口はしっかり押さえようということで、
例えば、本当にこの制度をいつまでできるかわ
かりませんが、仮に10年やったとします。そ
うすると、毎年20人ほど新しい教員が入って
きます。仮に10年できたとしたら200人以上、
ということは4人に1人、もう少しがんばれた
ら半分まで行きます。半分超えたらやらないほ
うが少数派になるので、半分超えたらほとん
ど自動的に80パーセントまで上がるらしいで
す。なので、なんとか分の1や4分の1くらい
の教員がこのキャリアパスを受けてきたという
ところまでは、歯を食いしばってがんばりたい
と思っています。そうなると、あまりことさら
にFDといわなくて済むだろうと思っています。
いつその時代が来るかわかりませんが。
　シニア向けの研修は、先ほどお話ししたコー
ディネーター研修のような、少しレベルの違う
ところを行っています。ただ、数年前に我々も
共通教育に、アクティブラーニングを積極的に
入れる科目群を作りました。そのときには企画
室と連動して、アクティブラーニングの講習会
を、シラバスを作る少し前に行うようになりま
した。今度、シラバスの書き方の講習が入りま
す。一部e-Learningでも見られるようにしまし
た。なので、大学としてポリシーを新しくして、
新しい科目群などを作ったときには、そのため
の講習、FDは必要だと思いますし、そういっ
た時のほうがニーズが高いので、受講率、受講
数も高いですね。毎年同じようにFDを行って
いるというのは、やはり入り口がメインのター
ゲットかなと思います。あとはオンデマンドで、
必要性が求められたところで投げかけるという
のが、効果的だと思います。
司会：他にいらっしゃいますか？
女性：貴重なお話をありがとうございました。
1つ質問があるのは、学生をこの中でどのよう
に巻き込んでいくのかというのが、教員をやる
気にさせるコツなのではないかという話を一度
伺ったことがあります。先ほどのお話のなかに、
授業評価のところで、学生の生の声を伝えると
いうこともあったと思いますが、それ以外にも
SAを育てたりだとか、学生FDというのでしょ
うか、そのあたりの御経験を教えていただけれ
ばと思います。本学の文学部でもそのようにし
ようとしているのですが、なかなか思うように
できないところがありますので。
小林：ありがとうございます。学生FDは、例
えばこのあたりだと帝京大学のほうがずっと良
いノウハウをお持ちです。そちらのほうがグッ
ド・プラクティスをお持ちだと思います。愛媛
大学でお話ができるのは、もともと大学院生を
ティーチングスタッフに巻き込んできたときの
講習会は結構充実していたので、グループワー
ク形式で、1日くらいのワークショップで行い
ますが、それを今学部の学生のためのSA研修
にも下ろしています。学部の学生が下級生を教
えるにはいろいろ限界はありますが、例えば情
報工学、情報リテラシー、あるいは日本語教育、
スポーツ、そういう特定の分野に限ればうまく
いきます。なかでも、スポーツは結構成功して
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います。
　実は、SAはやはり学部学生の負担を高めて
しまうと、逆効果になります。我々が積極的に
導入しているのは、日本人に対する日本語教育
です。母語の運用能力と、それから留学生に対
する日本語教育と、それからスポーツと情報で
す。これらは結構学生に頼っています。特に今
スポーツは、実際には主に体育専修の，4年
生が1年生の授業をみてくれています。実際彼
らはいずれどこかの中学高校で体育の先生にな
るわけですよね。そのときに、特に就活を考え
て、私は学生に教えた経験がありますと堂々と
言いたいので、彼らはそういう経験を積みたい
んです。そういうニーズがあるところだと、や
はり上手くいきます。
　それから、SHDという大学院生が数学をみ
ているのもちゃんとWin-Winの関係になって
いて、数学科の修士の学生が代々、手伝って
くれています。それで後輩に受け継いでくれて
います。やはり彼らも先生になりたいからで
す。そのときに、実際の経験があると言えるの
は、大学院生の就活にとって非常にメリットに
なります。我々としては1年生の、特に数学の
不得意な学生の面倒を、マンパワーをかけてみ
てあげることができる理系数学のリメディアル、
補習クラスがあります。宿題をたくさん出して、
教員側からSHDに行けば数学の宿題を手伝っ
てもらえるとアナウンスしていると、SHDは
列になります。実際、それでリメディアルを受
講している学生達は他の学生達を追い越すよう
になります。それは数字で出ているので、やは
り担当してくれる学生にメリットがある仕組み
でないと、上手く走りません。それは彼らに
とっても大事なことだと思います。教えるとい
う経験以上に、目に見えるメリットがあるとい
うのは大事なことだと思います。それからもう
1つは、やらせっぱなしにしないで、枠組みは
きちんとこちらで管理することも必要なことか
と思っています。愛媛大学としてはそのくらい
の経験しかないんですが。
司会：ありがとうございました。最後に、本学
の学士課程機構長の寺西副学長より、一言ご挨
拶を賜りたいと思います。
寺西：今日は、愛媛大学から小林先生に来てい
ただきまして、大変有意義なご講演を賜ること
ができました。ありがとうございました。ま
た、今日には学外からもご参加をいただいた先
生方もいらっしゃるようで、本当に、遠い八王
子までありがとうございました。創価大学では、
先ほど小林先生からもお話がありましたが、昨
年からAP事業、大学教育再生加速化プログラ
ムに取り組んでいまして、そこには愛媛大学か
らのチームをお招きして既に2回研修会を行っ
ていただきました。創価大学が取り組んでい
るAP事業の最大の目的というのは、実際に研
修を受けていただいている先生方は自分自身が
成長しなければならないのかなと思って受けて
いらっしゃる方が多いと思うんですが、私たち
の本当の思いとしては、なんとかこの創価大学
の中に、今日お話いただいたように教員自身が
成長できる仕組み、あるいは学生が成長できる
仕組み、この仕組みを作りたいと思って、この
AP事業を今一生懸命取り組んでいるところで
ございます。愛媛大学の先生方には本当に大変
なご尽力をいただいてありがとうございます。
（終了）

